
公立大学法人尾道市立大学研究費補助金取扱規程 
    

平成２４年４月１日 
規程第７０号 

（趣旨） 
第１条 この規程は、尾道市立大学（以下「本学」という。）の教職員に対して学術研究の

ために国等から交付される研究費補助金の取扱いに関し必要な事項を定めるものとする。 
（定義） 

第２条 この規程において「研究費補助金」とは、次に掲げるものをいう。 
(1)  学術研究助成基金助成金及び科学研究費補助金 
(2) 研究拠点形成費等補助金 
(3) 厚生労働科学研究費補助金 
(4) 産業技術研究助成事業費助成金 
(5) 前各号に掲げるもののほか、国等から交付される学術研究のための補助金 

２ この規程において「研究代表者等」とは、前項各号に掲げる研究費補助金により研究

を実施する研究代表者及び研究分担者のうち他の研究機関の研究代表者から研究費補助

金の配分を受けた者をいう。 
（法令の遵守） 

第３条 研究代表者等は、交付決定を受けた研究費補助金に係る研究の実施に当たっては、

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、これに

基づく法令及び通知並びに交付決定の通知書に記載された事項（以下「補助条件等」と

いう。）を遵守しなければならない。 
（内定の申出） 

第４条 研究代表者等は、直接公募先へ公募に関する書類を提出し交付内定又は交付基準

額等の決定を受けたときは、学長にその旨を申し出るものとする。 
（研究費補助金の経理事務の委任） 

第５条 研究代表者等は、補助条件等に特別の定めのない限り、研究費補助金の交付内定

（継続内約分を含む。）又は交付基準額決定を受けたときは、その経理及び管理を学長に

委任するものとする。 
（経理事務の準拠） 

第６条 研究費補助金の経理に関する事務の取扱いは、補助条件等及び別に定める場合を

除き、公立大学法人尾道市立大学会計規程（平成２４年規程第１０６号）の定めるとこ

ろとする。 
（研究費補助金の保管） 

第７条 研究費補助金は、補助条件等に特別の定めのない限り、研究費補助金ごとに適切

に保管するものとする。 
２ 保管により生じた利子の取扱いについては、補助条件等に定められたとおりとする。 

（間接経費の譲渡） 
第８条 間接経費が交付された研究代表者等は、間接経費を本学に譲渡するものとする。 
２ 前項により間接経費を譲渡した研究代表者等が他の研究機関へ異動する場合の当該間

接経費の取扱いは、補助条件等に定められたとおりとする。 
３ 研究代表者等により譲渡された間接経費は、人件費に充てるものとする。 
（研究費補助金により取得した設備等の寄付） 

第９条 研究代表者等は、直接経費により購入した設備、備品又は図書（以下「設備備品

等」という。）を、補助条件等により寄付できることとされている場合は、購入後直ちに

本学へ寄付するものとし、本学所属の資産等として管理するものとする。 



２ 研究代表者等は、設備備品等を直ちに寄付することにより研究上の支障が生じる場合

は、事前にその旨を学長に申し出て、寄付を延期することができるものとする。 
３ 設備備品等を本学に寄付した研究代表者等が他の研究機関へ異動し異動先の研究機関

において当該設備備品等の使用を希望する場合は、補助条件等に認められたときに限り、

設備備品等を当該研究代表者等に返還するものとする。 
（研究支援者の雇用） 

第１０条 研究費補助金により研究を支援するために本学の学生その他の者を雇用する場

合は、公立大学法人尾道市立大学非常勤教職員就業規則（平成２４年規程第３４号）そ

の他関連規程等の定めるところによる。 
（補助条件等に基づく承認申請等） 

第１１条 研究代表者等は、補助条件等により、所管する大臣等への承認申請を行う場合

又は届出を行う場合は、事前に学長にその旨を申し出て、手続を行うものとする。 
２ 前項による申出は、手続を行う事由が判明したとき、速やかに行うものとする。 
（研究費補助金の翌年度における使用） 

第１２条 研究代表者等は、研究費補助金の使用について、交付決定時に予想し得なかっ

たやむを得ない事由により当該年度の研究が完了しないこととなった場合において、翌

年度にこれを使用することができることとされているときは、前条第１項に規定する手

続を行うものとする。 
２ 前項に規定する場合において、繰越を必要とする研究費補助金の額については、当該

研究費補助金の交付決定を行った機関に返還するものとする。 
（事故等の報告） 

第１３条 研究代表者等は、研究費補助金による研究中に事故等が発生したときは、直ち

にその旨を学長及び所属する部局等の長に報告しなければならない。 
（監査の実施） 

第１４条 研究費補助金の使用等に関して、必要に応じ適宜監査を実施する。 
２ 研究代表者等は、監査の実施に協力するものとする。 
３ 監査の実施に関し必要な事項については、学長が別に定める。 
 （事務） 
第１５条 研究費補助金に関する事務は、総務課において処理する。 
 （雑則） 
第１６条 この規程の定めるもののほか、研究費補助金の取扱いに関し必要な事項は、学

長が別に定める。 
 
   付 則 

この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 
   付 則（平成２７年３月２６日規程第１８０号） 

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 
この規程は、平成２７年７月２４日から施行する。 
 付 則（平成２７年７月２４日規程第１９５号） 

 


